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1.流動性預金の分析について
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流動性預金 (コア預金)モデルの概略

標準モデル

a i)過去5年の最低残高 ⅱ)過去5年の最大年間流出量を現残

内部モデル

ｂ 銀行の内部管理上 合理的に預金者行動をモデル化し コ

現残高 0%相当額を仮定

a．i)過去5年の最低残高、ⅱ)過去5年の最大年間流出量を現残
高から差し引いた残高、又はⅲ)現残高の 50％相当額のうち、
最小の額を上限とし、満期は5年以内（平均 2.5 年以内）として
銀行が独自に定める。

ｂ．銀行の内部管理上、合理的に預金者行動をモデル化し、コ
ア預金額の認定と期日への振分けを適切に実施している場合は、
その定義に従う。

現残高の50%相当額を仮定 流動性預金残高がどのように推

移していくのかを表す

⇒内部モデル

？

(金額) (金額)

0 １ ２ ３ ４ ５

？
0 １ ２ ３ ４ ５ 6 ・・・

(年) (年)

調達側としてイメージすると毎年一定額のコ

ア預金が抜けていくため、コア預金は以下の

ように5年目まで均等に割り付けることがで

流動性預金残高がどのように変化していくの

かモデル化することができれば、必然的にコ

ア預金も知ることができる。

0 １ ２ ３ ４ ５

調達

きる。

0 １ ２ ３ ４ ５ 6 ・・・

調達 ・・・？
(金額)

(年)

(金額)

(年)
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「中小・地域機関向けの総合的な監督指針」より浜銀総合研究所作成

？



流動性預金(コア預金)モデルのこれまでの先行研究( )

・流動性預金モデルとして、OTSモデル(米国貯蓄金融機関監督局(2001))、JvDモデル(Jarrow, and van 

Deventer (1998))、AA-Kijimaモデル(木島, 伊藤 (2007)) 、上武・枇々木モデル(上武, 枇々木 (2011)),の4モデ

ルを先行研究として以下に紹介する。

・詳細はそれぞれの文献に譲るが、下記モデルの多くが、流動性預金残高を過去のデータよりパラメータに

よって表現し、金利上昇に対応する流動性預金の減少やボラティリティの99%点を勘案する事によって流動表現 利 昇 対 流動性預 減少 案 事 流動

性預金やコア預金を計算している。

・問題意識

⇒金利上昇トレンドへの対応

ＯＴＳモデル ＪｖＤモデル ＡＡ－Ｋｉｊｉｍａモデル 上武・枇々木モデル （参考）標準的手法

⇒金利上昇トレンドへの対応

⇒顧客単位の情報を用いた流動性預金の分析

モデルの特徴

市場金利・預金金利

で残高変動を説明す

る流動性預金モデル。

市場金利で残高変動

を説明する流動性預

金モデル。金利には

コア預金モデルとして現

在最も標準的なモデル。

流動性預金と固定

性預金の関係を考

慮した流動性預金

現残高の50％相当

額。満期は5年、平

均2.5年。

必要なデータ

 流動性預金残高

 預金金利

 市場金利

 流動性預金残高

 市場金利

 流動性預金残高  固定性預金残高

 流動性預金残高

 市場金利

HWモデルを使用。 モデル。

 流動性預金残高
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 市場金利  市場金利



流動性預金に対する金利の上昇トレンドへの対応

・影井ら(2012)が提唱したモデルは、上武・枇々木モデル(2011)の考えを踏襲した上で、固定性預金比率

推定 点でモデ を改良の推定の点でモデルを改良

・固定性預金比率について、過去の金利の上昇局面において市場金利と固定性預金の関係を定式化

上武・枇々木モデル (2011),と影井ら(2012) による改良モデルのイメージ

流動性預金残高 不確実性は 預り資産 不確実性（モデ ボラテ リテ ）と固定性預金比率・流動性預金残高の不確実性は、預り資産の不確実性（モデルボラティリティ）と固定性預金比率の

不確実性（金利リスク）によって決定。

・固定性預金比率の推定は、金利上昇トレンドにおける、過去との金利のかい離によって推定

残
高

預かり資産推定

将来

固定性預金比率推定

性
預

金
比

率

流動性預金残高推定

残
高

＝
時間０（現在） 時間０（現在）

固
定

０（現在） 時間

＝
金利による不確実性考慮
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影井ら(2012a)より浜銀総合研究所作成



流動性預金に対する金利の上昇トレンドへの対応

・固定性預金比率の推定においてまず金利上昇トレンドの時期を確定(左図)

・金利の上昇トレンドと固定性比率 同対数収益率の関係を定式化金利の上昇トレンドと固定性比率、同対数収益率の関係を定式化

⇒金利の上昇トレンドが流動性預金の減少を創出

1.0%

1.2%
上昇トレンド

下降トレンド

12MA

1.4 0.010

上昇トレンド固定性比率(左軸)

下降トレンド固定性比率(左軸)

固定性比率対数収益率(右軸)

金利の上昇トレンド 金利の上昇トレンドと固定性比率の関係
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影井ら(2012a)より



顧客単位の情報を用いた流動性預金の分析

・全体としての流動性預金残高から顧客単位の流動性預金残高の分析へと概念を拡張

当初の流動性預金残高に対するリスクが対象と考え 当初残高を超過する部分については考慮しない・当初の流動性預金残高に対するリスクが対象と考え、当初残高を超過する部分については考慮しない。

・顧客ごとに当初残高超過分を考慮しなければ、顧客で積み上げた残高推移は100％を下回ることになる。

その上で、属性や取引特性による流動性残高減少（粘着性）の要因を把握する。

顧客
当初残高超過分は考慮しない

当初

顧客の残高を積み上げると・・・
実測値

顧客A

・・・ 1年後
100万

当初
100万

1年後
180万

実測値

流動性預金残高の月次推移 当初残高

減少要因は？

顧客B

・・・

当初
100万

1年後
30万

当初残高を最大

減少要因
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30万

影井ら(2012b)より浜銀総合研究所作成



顧客単位の情報を用いた流動性預金の分析

・以下には、流動性預金分析の属性情報や金融情報でセグメントを行った結果イメージを示す。

・ 定のセグメント別に流動性預金の流出が異なっている事が分かる・一定のセグメント別に流動性預金の流出が異なっている事が分かる。

流動性預金粘着性流動性預金粘着性の説明力が高い要因 流動性預金粘着性流動性預金粘着性の説明力が高い要因

動
性

預
金
残

高

←属性A

流

←全体

←属性B

属性情報や金融行動をもとに、流動性預金粘着性の要因を把握
経過年数
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影井ら(2012b)より浜銀総合研究所作成



2.住宅ローンにおける期限前償還の分析について
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住宅ローンにおける期限前償還の位置づけ

・近年住宅ローンの金利競争の激化、直近の残高増加等に伴う様々な問題を有している。

・それらの問題のほとんどが、信用リスク、期限前償還リスク等によってキャッシュフローが確定しないことそれら 問題 ほとんどが、信用リ ク、期限前償還リ ク等によってキャッシ フ が確定しな と

に起因している。

・キャッシュフローのより正しい姿を知るためには、｢信用リスク｣｢期限前償還リスク｣｢金利等要因｣に代表さ

れる様々な要因を分析し、定式化していくことが重要

・ここでは、期限前償還リスクに焦点を当てていく。

住宅ローンの問題の多くは将来の

キャッシュフローが確定しないことに

起因している。

信用リスクキャッシュフローを変化

させる要因を分析して定

式化することが重要

ＣＦ ＣＦ ＣＦ ＣＦ ＣＦ

期限前償還

リスク

式化することが重要

時間現在

金利等要因
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住宅ローンにおける期限前償還特性のイメージ(1)

・当社では、多数の地域金融機関の期限前償還について分析を行っているが、その特徴は様々である。

・ここでは、一般的な住宅ローンポートフォリオにおける期限前償還率(CPR)のイメージを示す。( )
・経過月数に応じて、ゆるやかにCPRは上昇し、 3年/5年固定の債権を例にとると、36カ月、60カ月等固定期

間満了時にピークが観測される。

・なお、近年実行が多い変動金利型の債権については、特定のピークは見受けられない。

16%

18%

20%

12%

14%

16%

←期限前償還率(CPR)

6%

8%

10%

C
P

R

0%

2%

4%
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住宅ローンにおける期限前償還特性のイメージ(2)

・債権、債務者特性に応じた期限前償還率のイメージを以下に示す。

・固定期間別では、たとえば3年/5年固定の場合、それぞれ36カ月、60カ月にピークを迎える(左図) 。また、前固定期間別 年 年固定 場合 月 月 迎 ( 図) 前

述したように、変動金利型の債権については、特定のピークは観測できない。

・債務者特性で最も顕著な信用度については、信用度が高い程、高いCPRが観測される(右図)。

45%

50%25%
固定期間別期限前償還特性 信用度別期限前償還特性

30%

35%

40%

15%

20%

←5年固定

←3年固定
←信用度(高)

15%

20%

25%

C
PR

10%

C
PR

年固定

←信用度(中)

0%

5%

10%

15%

0%

5%

←信用度(中)

↓信用度(低)
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比例ハザードモデルの一般的解説

ベースラインハザード関数h0(t)・exp (β1x1+β2x2・・・+βnxn) h0(t)・exp (β1x1+β2x2・・・+βnxn)

     nn xxxthth   22110 exp

(すべての債権に共通。時間のみに依存。)

15%

20%

25%

12%

14%

16%

18%

20%

0( ) p (β1 1 β2 2 βn n)
→時間にのみ依存する部分

0( ) p (β1 1 β2 2 βn n)
→信用度に依存する部分

信用度(高)

個々の債権によって異なる部分。時間に依存しない。

式 式内の名称 備考0%

5%

10%

0 12 24 36 48 60 72 84 96 108 120

C
P

R

0%

2%

4%

6%

8%

10%

0 12 24 36 48 60 72 84 96 108 120

C
P

R

h(t) ハザード
関数

実行からの経過時間t ヶ月時点
のプリペイメント率。個々の債
権によって異なる。

h0(t) ベースラ
イ 関数

実行からの経過時間t ヶ月時点
す 債権 共通なプリ

0 12 24 36 48 60 72 84 96 108 120
経過月数

0 12 24 36 48 60 72 84 96 108 120
経過月数

h0(t)・exp (β1x1+β2x2・ ・ ・+βnxn)
→時間、信用度、固定期間満了

h0(t)・exp (β1x1+β2x2・・・+βnxn)
→固定期間満了に依存する部分

固定期間満了

イン関数 のすべての債権に共通なプリペ
イメント率。ベースラインハ
ザード関数はデータから推定さ
れる。

x1 共変量1 個別債権の審査の信用度など。
個々 債権によ て異なる

15%

20%

25%

C
P

R

15%

20%

25%

P
R

時間、信用度、固定期間満了
の概念を用いてCPRを算出

固定期間満了に依存する部分

個々の債権によって異なる。

β1 (共変量x1
の)パラ
メータ

説明変数1に対するウエイト。
当てはまりが良いパラメータを
統計的に推定。0%

5%

10%

0 12 24 36 48 60 72 84 96 108 120

C

経過月数

0%

5%

10%

0 12 24 36 48 60 72 84 96 108 120

C

経過月数
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一般的な期限前償還モデルの概要(共変量のイメージ)

・期限前償還モデルは、前述した比例ハザードモデルを使用して作成を行っている。

・特性の違いを考慮するため、全部と一部期限前償還に分割してモデルを作成を行っている。

・全部期限前償還モデルについては、償還がされたのか否かを判定するモデル

・一部期限前償還モデルについては、件数ベースで作成し最終的に金額ベースに変換

・期限前償還モデルに使用される一般的な共変量は以下の通り。期限前償還 デ 使用される 般的な共変量 以下 通り。

共変量の例 全部 一部 期限前償還の特徴

固定特約 ◎ ◎ 固定期間満了時前後に期限前償還が増加

債権特性

固定特約 ◎ ◎ 固定期間満了時前後に期限前償還が増加

残存期間 ○ ○ 残存期間が短くなると全部期限前償還が増加

適用金利 ○ △ 金利水準が高いほど全部期限前償還が増加

金利種類 ○ ○ 固定期間中の期限前償還が増加

支払月 △ △ 住宅ローン減税等の季節性要因

市場環境 金利感応度 ○ ○ 市場金利との差が大きいほど期限前償還が増加/減少○ ○

債務者特性
信用度 △ ◎ 信用度が高い債務者ほど一部期限前償還が増加

年齢 ◎ ◎ 退職時(60歳等)に期限前償還が増加
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期限前償還モデルの概要 (1)

・全部期限前償還モデルと一部期限前償還モデルのベースラインハザード関数のイメージを示す。

モデルのベースラインのイメージ(金額ベース変換後)

C
P
R ←全部期限前償還

一部期限前償還

0 12 24 36 48 60 72 84 96 108 120

経過月数

←一部期限前償還
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経過月数



期限前償還モデルの概要(2)

・以下に一部、全部それぞれの期限前償還モデルを用いた、ある債権のCPRカーブのイメージを示している。

・それぞれ 特約期間満了や年齢 信用度の影響がCPRカーブに反映されていることが分かる・それぞれ、特約期間満了や年齢、信用度の影響がCPRカーブに反映されていることが分かる。

全部期限前償還モデルのイメージ 一部期限前償還モデルのイメージ

←特約期間満了当月の影響

C
PR

C
PR ←特約期間満了当月の影響

←年齢の影響

(60歳)
年齢の影響↓

C C 特約期間満了当月 影響

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(60歳)
←信用度の影響
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期限前償還モデルの今後の展開

・期限前償還モデルのさらなる高度化に向け、金利差や債務者の行動(一部期限前償還の有無や預金残高等)

について分析を深める必要がある。

・金利差については、一部と全部で影響が異なることが考えられる。この点についてモデルに適切に反映をさ

せていきたい。

⇒金利差が大きくなると(実行済の住宅ローン金利より直近の実行金利が低くなると)全部期限前償還は増⇒金利差が大きくなると(実行済の住宅ローン金利より直近の実行金利が低くなると)全部期限前償還は増

加する方向(借換の増加)

・金利の上昇局面と下降局面では、期限前償還への影響が異なる事が考えられ、データ整備とともに、モデル

の高度化を図っていきたい。

⇒金利の上昇局面では、全部期限前償還は減少する方向が推察される。

⇒一方で一部期限前償還については、信用度が高い層と低い層で行動は異なることが推察される。

・債務者の属性(信用度や年齢等)や債権の属性(固定期間満了) 以外で活用できるデータ(債務者の預金データ

や過去の期限前償還有無)等を利用すれば、さらなる精緻なモデルが可能となる。

・期限前償還モデルとは異なるが｢固定債権の特約満了時や変動債権｣における将来の金利選択についても大き・期限前償還モデルとは異なるが｢固定債権の特約満了時や変動債権｣における将来の金利選択についても大き

な興味を有している。

⇒金利の上昇局面では、住宅ローンにおいて｢変動から固定｣もしくは｢より長い年限｣に遷移が起きるので
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はないかという推測
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